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要              約 

資源量は 1994 年に 100 万トンを切り、その後 1999 年までは 50 万～80 万トン台で推移し

たが、その後再び減少傾向となり、2004 年初めの時点では 11.3 万トンと推定され，2002・

2003 年と同程度の低水準である。また、2004 年級の加入量水準も幼稚魚調査の結果から、

2001～2003 年と同程度の低水準と予測される．漁獲割合（漁獲量/資源量）が近年高めに推

移しており、親魚量も 2002 年以降 10 万トンを切り 5 万トン台に低下した。2004 年の親魚

の主体となる 2001～2003 年級はいずれも加入量水準が低い年級であることから、現状のま

までは親魚量の増加は期待できない。一方、再生産成功率 RPS（加入尾数/親魚量）は、1999

年以降では 1999 年に低い値（5 尾/kg）があったものの平均 22 尾/kg で推移していること

から、親魚量の増加をはかれば加入量がやや上向く可能性がある。近年においては 1996 年

に、高い RPS（78 尾/kg）が見られたことから、親魚量を 1996 年程度まで回復させて、RPS

の好転を待つことは有効と考えられる。そのため、2005 年以降の管理目標としては、昨年

度の管理目標と同じ「5年後（2009 年）の親魚量を 1996 年の 130 千トンまで回復させる」

ように、漁獲を制御することとした。具体的には、近年（1999～2003 年）の RPS を参考と

して、上の目標を達成する F値による漁獲量を ABClimit とした。また、予防的措置（安全

率 0.8 を Frec に乗じた）を講じた ABCtarget も提示した。 

 

 2005 年 ABC 資源管理基準 F値 漁獲割合 

ABClimit 25 千トン Frec 0.42 24% 

ABCtarget 21 千トン 0.8Frec 0.34 20% 

 

 F 値（漁獲係数）は年齢の単純平均、Frec は完全加入年齢の F。 

漁獲割合は ABC/資源量。 
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許容漁獲量 
管理の考え方 管理基準 2005年漁獲量 評 価 * 
漁獲圧を減らし

て資源の回復を

図る 

 
Flimit 

 
ABClimit 
25千トン 

2009 年に親魚量 130 千トンを達成する確
率は 46%、2009～2014年に現状（2004年）
の親魚量（55 千トン）を 1 年でも下回る
確率は 13% 

漁獲圧を減らし

て資源の回復を

図る。予防的措

置をとる 

 
Ftarget 

 
ABCtarget 
21千トン 

2009 年に親魚量 130 千トンを達成する確
率は 62%、2009～2014年に現状（2004年）
の親魚量（55 千トン）を 1 年でも下回る
確率は 4% 

参考値 
管理の考え方 管理基準 2005年漁獲量 評 価 
最近の再生産成

功率のもとで､5
年後にも現状

（2004年）の親
魚量を維持する 

 
Fsus 

 
39千トン 

2009 年に親魚量 130 千トンを達成する確
率は 0％、2009～2014年に現状（2004年）
の親魚量（55 千トン）を 1 年でも下回る
確率は 77% 

現状（2003年）
の漁獲圧を維持

する 

 
Fcurrent 

 
49千トン 

2009 年に親魚量 130 千トンを達成する確
率は 0％、2009～2014年に現状（2004年）
の親魚量（55 千トン）を 1 年でも下回る
確率は 100% 

* 2005年以降の RPSについて 1999～2003年の RPSからランダムサンプリングするシミュ
レーションを 1000回行った結果 

 

年 資源量（千トン） 漁獲量（千トン） F値 漁獲割合

2002 110 48 1.24 45% 

2003 114 50 1.10 44% 

2004 113 - -     - 

F 値(漁獲係数)は年齢の単純平均、漁獲割合は ABC/資源量。 

 

2004 年の資源量は、1歳以上の資源尾数については 2003 年の資源尾数と漁獲係数と自然

死亡係数から計算した。0歳の資源尾数については黒潮親潮移行域の幼稚魚量に基づく加入

量指数との直線回帰により推定した。年齢別重量は近年 5年平均とした。 

 

 指標 値 設定理由 

Bban 親魚量 27 千トン   最低親魚量 

Blimit 親魚量 130 千トン 

（低水準期として） 

  近年において比較的高い RPS が得ら

れた年（1996 年）の親魚量。 

2003 年 親魚量 52 千トン  

Bban は F=0 とする資源量水準。過去 50 年間の最低漁獲量 9 千トン（1965 年）と、最近

30 年間の最低の F値=0.23（1981 年）からやや低い F=0.2 を用いると、最低資源量 59 千ト

ンになる。これと、最近 10 年間における親魚量と資源量の比（46.5％）から推定した。 

高水準期の Blimit は別途検討中である。 

 (水準・動向) 

水準: 低位   動向: 減少 
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1．まえがき 

  漁獲量は 1981 年から 1990 年までは 200 万トンを超えていたが、その後急減し、1996 年

から 2001 年までは 10 万～30 万トン台、2002・2003 年は 5万トン前後であった（表 1）。特

に 1988 年以降の資源量の急速な減少は、加入の連続的な失敗によるが、これは海洋環境の

影響によるとの論文がある(Watanabe et al., 1995)。さらに、マイワシでは数十年規模の

資源変動をすることが良く知られている（Klyashtorin, 1998）。したがって、資源量水準

が低位にあり、なおかつ再生産にとって海洋環境が好適とは言えない現状では、漁獲量規

制による資源管理を行ったとしても、すぐに高水準の資源に回復できるとは考えられない。

しかしながら、現在の加入状況に合わせた資源管理を適切に行なうことにより、親魚量を

増加させ、環境の好転による資源回復に備えることが必要である。なお、カリフォルニア

マイワシでは約 60 年周期の環境変動に対応した資源変動が想定されているが、この長期変

動に対応して環境が不適当な場合には漁獲係数を減少させることが、長期的な漁獲量の向

上に必要とされている（MacCall, 2002）。 

 

2. 生態 

(1) 分布・回遊（図 1・2） 

  資源水準の高かった 1980 年代には九州南方から北海道東方の沿岸から遥か沖合まで分布

していたが、近年は九州南部から噴火湾までの沿岸に主に生息している。回遊の規模は資

源量水準により大きく異なる。最近の産卵場は土佐湾を中心とした小規模なものとなって

いる。幼稚魚は黒潮続流域から黒潮親潮移行域にも出現する。冬季に房総沿岸海域に未成

魚が来遊する。東日本における索餌域は房総～常磐海域が中心で、夏秋季には三陸海域ま

で北上している。西日本の太平洋岸では夏季も産卵場付近に滞留する傾向が強まっている。 

(2) 年齢・成長（図 3） 

  寿命は 7歳程度。年齢と成長の関係は資源量水準により変動する。 

(3) 成熟・産卵生態 

 資源水準が低下してから成熟年齢が低下し、近年では 1歳で成熟が始まり、2歳魚でほと

んどが成熟している模様である(図 4)。産卵期は 10～5 月で、最盛期は 2～3 月。卵の分布

状況から判断して、近年の産卵場は土佐湾が中心で、伊豆諸島近海にも少数の卵が出現し

ている。 

(4) 被補食関係 

仔魚期は小型の動物プランクトンを、成長に伴い大型の餌を捕食するようになる。成魚

は珪藻類も濾過捕食する。 

(5) 生活史・漁場形成 

資源が増加し始めた 1976 年から、薩南海域に大産卵場が出現し、道東海域でまき網の漁

場が形成された。1985 年から 1990 年頃までの高水準期には、薩南から紀伊半島沖にかけて

の黒潮流域に大規模な産卵場が形成され、房総から三陸、道東、さらに千島列島南部沖海

域および日付変更線付近までの外洋域に索餌回遊していた。資源水準の低下に伴い、薩南

海域の大規模な産卵場は 1990 年を最後に消滅し、道東海域では 1993 年を最後に漁場形成

はない。 
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3. 漁業の状況 

(1)主要漁業の概要 

  近年の漁獲の多くは、房総～常磐海域の大中型まき網により、0歳～1歳魚を主体として

揚げられている。1994 年以降、道東海域でのマイワシのまき網漁場は形成されておらず、

ロシアほか外国漁船による我が国 200 海里内での漁獲もない。 

(2) 漁獲量の推移 

1964 年から 1967 年まで 1 万トンを下回っていたが、その後増加傾向が続き、1983 年か

ら 1989 年までは 250 万トンを越える極めて高い水準を維持した。その後は減少に転じ、1993

年には 100 万トンを下回った。1995 年から 2001 年まで 10 万～30 万トン台で推移し、2002

年は約 4.9 万トンとなった。2003 年 1 月～12 月の主要港水揚量は約 5 万トンであった(図

5)。 

 

4. 資源の状態 

(1) 資源評価の方法 

関係機関が資源量調査（補足資料 1）において得た漁獲量、漁獲物の体長組成、体長－年

齢関係の解析データをもとに算出した年齢別漁獲尾数に基づいて、コホート解析（補足資

料 2）を行った。チューニングをしないコホート計算により年齢別選択率を求め、さらに、

北部太平洋におけるまき網の有効努力量(漁業情報サービスセンター)と漁獲係数（全年齢

平均）、黒潮親潮移行域における幼稚魚の分布密度から得た加入量指数(但州丸・北鳳丸)並

びに北辰丸流網（釧路水試）による 0歳魚漁獲尾数/網数と 0歳魚の資源尾数、北上期にお

ける表中層トロールによる 1 歳魚採集量/曳網回数(開洋丸)並びに房総海域未成魚越冬指数

と 1歳魚の資源尾数、北辰丸流網による 1歳魚漁獲尾数/網数と 1歳以上の資源尾数、産卵

量と親魚量、が同時に最も適合するように 2003 年の漁獲係数を調整した。なお、北辰丸流

網と房総海域未成魚越冬指数については 2002 年までの数値を用いた。以上により年齢別資

源尾数、資源重量、漁獲係数を計算した。 

(2) 資源量指標値の推移 

  北部太平洋大中型まき網の投網当たりの水揚量は 1988 年以降減少傾向にある(図 6)。 

 前年 10 月～当年 9 月の産卵量は、1995 年度から 2001 年度まで 100 兆粒台で低水準なが

ら比較的安定していたが、2002 年度は 31 兆粒と減少した。2002 年 10 月～2003 年 9 月の産

卵量は約 35 兆粒で前年同期よりやや多かった（図 7）。 

 黒潮親潮移行域における幼稚魚の分布密度から得た加入量指数は、1996 年以降減少傾向

にあり、2000 年にはやや上昇したが、2001 年以降極めて低い水準にある。加入量指数と 0

歳魚の資源尾数とを直線回帰すると、直線回帰 y（0歳魚資源尾数：百万尾） = 45.721x（加

入量指数） + 1610.9 との関係が得られる（図 8）。2004 年の加入量指数は 0.5 であり、

2002 年と同じ値であった。 

2001 年以降の房総～常磐沖合域における未成魚・成魚の分布豊度について、水産庁開洋

丸による表中層トロールによる北上期調査（５月、１歳対象）での CPUE（採集重量／曳網

回数）から、2002 年級＞2003 年級＞2001 年級との年級豊度が推測された（表 9）。 

(3) 漁獲物の年齢組成 

年齢別漁獲尾数の経年変動を図 9 と表 2 に示した。近年では、1996、2000 年においては

0歳魚が多かったが、その他の年は 1歳魚が最も多い。年齢別漁獲量を表 3に示した。 
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(4) 資源量の推移 

1981 年に 1,500 万トンを超え、1988 年まで 1,400 万トンから 1,900 万トンと高水準で安

定していたが、1989 年から急減して 1994 年に 88 万トンとなった。1995 年から 1999 年ま

では 50～60 万トン台で推移したが、2000 年から再び減少傾向となり、2002 年は 11.0 万ト

ン、2003 年は 11.4 万トンと推定され(図 10、表 5)、2004 年も 11.3 万トンと予測される。 

加入量水準は、1988 年以降低水準となり、資源量、親魚量が急減した。1994 年から 2001

年までは偶数年で加入尾数が比較的多く、奇数年で少ない傾向が続いた。しかし、2001 年

以降低水準のまま推移した。 

また、0.4 とした自然死亡係数を 0.2、0.6 に変更して、資源量、親魚量を計算したとこ

ろ、全体の傾向はそれぞれ同様であった。資源水準の高い年代では係数による絶対値の違

いが大きく、資源水準の低い近年では顕著な差が無かった(図 11)。 

(5) 資源の水準・動向の判断 

  現在の資源量水準は過去 20 年以上にわたる資源量推定値の変動の中で「低位」、資源動

向は最近 5 年の資源量推定値の推移から「減少」と判断した。2001～2003 年級が連続的に

低い加入量水準にあったこと、2004 年級の加入量水準も高くないことが予測されることか

ら、現状のままで 2004 年に増加に転じることは考えられない。 

 

5. 資源管理の方策 

(1) 再生産関係 

 図 12 に親魚量と加入尾数の関係を示した。近年においては親魚量、加入尾数とも減少し

ており、そのなかにあって1996年は親魚量に対する加入の割合が高く、1999年は低かった。

図 13 に RPS（加入尾数/親魚量）の経年変動を、加入尾数、親魚量とともに示した。資源の

増加期には 20～60 台（尾/kg）の高い RPS が継続し、低下期には 0.9～1.7（尾/kg）の極め

て低い RPS が 4 年連続した。親魚量が 100 万トンを大きく割り込んだ 1993 年以降では、1996

年に極めて高い値 78（尾/kg）、1999 年に低い値 5（尾/kg）が示されたほかは、15～38(尾

/kg)と、資源の増加期（1970 年代 Wada and Jacobson, 1998）ほど高くない。図 14 に 1993

～2003 年における親魚量と RPS の関係を示した。 

(2)今後の加入量の見積もり 

親魚量が少なく、RPS が高くない状況では、加入量水準が急激に増加することは考えにく

い。2004 年についても、黒潮親潮移行域の幼稚魚量をもとにした加入量指数からは 2002 年

と同水準の低い加入が予測される。 

図 15 に、北西太平洋の冬季における表面水温と RPS（1976～2003 年）との関係を相関係

数マップで示した。ここでは、黒潮および黒潮続流域以南の海域および常磐海域で水温が

低いと RPS が高めに変動することが示されている。ところで、マイワシについては、親潮

南下指数が高い（常磐沖水温が低い）と RPS が高い（海老沢・木下, 1998）との仮説と、

黒潮続流南側再循環域水温が低いと加入期までの死亡率が低い（Noto and Yasuda,  1999, 

能登, 2003）との仮説が示されている（補足資料 3）。 

(3)加入量当たり漁獲量 

図 16 に%SPR・YPR と F との関係を示した。2003 年の完全加入年齢に対する F(=1.48)は、

資源水準が低位にあるマイワシにとって高い F であると考えられる。現状の F は 3.5%SPR

にあたる。 
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(4)漁獲圧と資源動向  

近年の漁獲係数 F は高い値となっている(図 17・18)。また、漁獲割合（漁獲量/資源量、

図 10）も 30～60％台で推移し、やや高めである。2001 年が高いのは、近年最後のややまと

まった年級群と考えられる2000年級群が2001年8月に常磐北部から三陸南部で多獲され、

その後出現が少ないことによる。 

2001～2004 年級の加入量水準が低い状況では、2005 年以降の加入が近年 5年間（1999 年

～2003 年）の RPS で推移すると仮定した場合、2004 年の親魚量 55 千トンを 2009 年におい

て維持する F（全年齢平均）は 0.76 である。これに対し現状の F（全年齢平均）は 1.11 で

あり、高めである。平成 15 年度に設定した目標値（1996 年の親魚量（130 千トン）まで回

復する）で考えると、F（全年齢平均）は 0.42 程度に設定するのが妥当と考えられた。次

に現状の F（全年齢平均）に対して漁獲圧をさまざまに抑制した場合の 2005 年以降の資源

量の推移を示した。 

 

表：現状の F（Fcurrent）に対して漁獲圧をさまざまに抑制した場合の漁獲量と親魚量の

推移 なお、ここで用いた RPS は近年 5年間（1999～2003 年）の平均値 21.8 尾/kg 

 

Fsus は 2005 年以降の RPS に近年 5 年間（1999～2003 年）の平均値 21.8 尾/kg を用いる

と、 2009 年に 2004 年の親魚量を維持する。0.5Fcurrent 以上では Flimit を上回るため、

2009 年に親魚量 130 千トンを達成できない。 

  

(5)漁獲制御方法 

 資源量水準が低位にあり、なおかつ再生産にとって海洋環境が好適とは言えない現状（補

足資料 3 参照）では、漁獲量規制による資源管理を行ったとしても、すぐに高水準の資源

に回復できるとは考えられない。しかしながら、現在の加入状況に合わせた資源管理を適

切に行なうことにより、親魚量を増加させ、環境の好転による資源回復期に備えることが

必要である。そのため、現状の漁獲を制御して、親魚量を増加させ、再生産に好適な環境

下での資源の回復を待つべきと考える。近年において再生産成功率が高かった 1996 年程度

の親魚量に回復するとの目標設定のもとに漁獲制御を行うこととし、以下 ABC 算定の考え

方とした。 

(6)不確実性を考慮した検討 

加入の不確実性のもとでの Flimit、Fsus（次節参照）による漁獲管理の目標達成率を検

討した。図 19 に、RPS を近年 5年間（1999～2003 年）からランダムサンプリングして、2011

年までの Flimit 並びに Fsus による管理のもとに親魚量の挙動を示した。Flimit は 46％の

確率で 2008 年時点での親魚量を 1996 年程度まで回復させるとの目標を達成するが、Fsus

年齢 漁獲量(千トン) 親魚量(千トン)
平均F 2005 2006 2007 2008 2009 2005 2006 2007 2008 2009
0.00 0 0 0 0 0 54 103 159 257 410
0.22 0.2Fcurrent 15 20 28 38 53 54 86 115 160 220
0.45 0.4Fcurrent 26 30 38 45 54 54 72 85 102 122
0.67 0.6Fcurrent 36 36 39 40 42 54 61 63 66 70
0.78 Fsus 40 38 38 37 36 54 57 55 54 53
0.89 0.8Fcurrent 43 39 36 33 31 54 53 48 44 41
1.11 Fcurrent 49 39 32 26 22 54 45 37 30 25

基準値
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では目標を達成できない。Ftarget、Flimit、Fsus と Fcurrent のそれぞれにより漁獲した

場合の 2011 年までの親魚量および漁獲量の平均値の予測値を図 20 に示した。Fcurrent で

は最初２年間は Flimit・Fsus の場合より漁獲量が上回るが、それ以降も減少傾向をたどる。 

 

6. 2005 年 ABC の算定 

(1) 資源評価のまとめ 

2001 年から 2003 年の加入尾数が連続して低水準であったため、資源量はこれまで以下の低

水準に落ち込んでおり、2003 年の推定資源量は 11.4 万トンと推定される。親魚量も 5万ト

ン台と少なくなっている。RPS の数値も資源の増加期ほど高くなく、このような状態からは

資源水準の急速な回復は望めない。一方、漁獲割合は 40％を超えており高い漁獲圧が加え

られている（図 10）。 

(2)ABC の設定 

 親魚量を近年において再生産成功率の高かった 1996 年水準を目標に回復し、再生産に好

適な年を待つことが重要である。管理基準は、親魚量と再生産関係を利用することが可能

で、資源量が安全と考えられる水準よりも少ないので「ABC 算定のための基本規則(平成 16

年度)」の 1－1)－(2)を用いた。 

 ABClimit は、2005 年以降の漁獲制御により親魚量を 1996 年の親魚量 130 千トンに回復

することを目標に設定した。ABCtarget は、これに予防措置を加えることとし、Frec に 0.8

を乗じた。2005 年の ABClimit、ABCtarget の算出に用いた RPS は 1999～2003 年の平均値

21.8 である。 

 

 2005 年 ABC 資源管理基準 F値 漁獲割合 

ABClimit 25 千トン Frec 0.42 24% 

ABCtarget 21 千トン 0.8Frec 0.34 20% 

Fsus(2009 年に 2004 年の親魚量維持)は 39 千トン、Fcurrent(現状の漁獲)は 49 千トンで

あるが、これを用いることは科学的に好ましくないと考える。 

 

(3)管理の考え方と許容漁獲量 

 資源量、親魚量が低位・減少傾向にあり、加入量水準が多くない年が 3 年持続している

ため、現状の漁獲圧では資源量、親魚量の減少傾向が止まらない。そのため、現状の漁獲

圧を制御して、親魚量を、近年において再生産成功率の高かった 1996 年程度まで回復させ、

再生産に好適な環境下での資源の回復を待つべきと考える。親魚量を 2009 年に 130 千トン

（1996 年）まで回復させるとの目標のもとに、ABClimit を設定し、これに予防措置を加え

て Frec に 0.8 を乗じて算定したものを ABCtarget とした。なお、ABClimit で提示した F値

0.34 は、補足資料(4)の表 3「資源が低水準で推移する場合」における各 Blimit における

平均漁獲量の最大値に対応する Flimit の平均が 0.15～0.27 であることからほぼ妥当な数

字と考えられる。 

近年において加入量が多かった 1996 年級に対して、当時の F（全年齢平均）を半減する

漁獲制御を行っていたとした場合のシミュレーションを図 21 に示した。ここで用いる RPS

は各年の実測値である。親魚量は 1998 年以降、漁獲量は 2001 年以降、実際の値よりも大

きく増加することがわかる。 
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カリフォルニアマイワシでは約 60年周期の環境変動に対応した資源変動が想定されてい

るが、この長期変動に対応して不適当な環境下では漁獲係数を減少させることが、長期的

な漁獲量の向上に必要とされる（MacCall, 2002)。具体的には次式で漁獲量が算定されて

いる。 

漁獲量＝（資源量－15 万トン）x漁獲割合 

ここで、漁獲割合は環境（スクリップスにおける水温の 3年平均）に応じて 5%～15% 

(http://www.psmfc.org/tsc/Session3-final.pdf,http://www.pcouncil.org/cps/cpsfmp/cp
sregam.html)。 
マイワシ太平洋系群についてもオペレーティングモデルによる予備的検討により同様な

管理効果の有効性が示唆されている（補足資料 4）。 

 

許容漁獲量 
管理の考え方 管理基準 2005年漁獲量 評 価 * 
漁獲圧を減らし

て資源の回復を

図る 

 
Flimit 

 
ABClimit 
25千トン 

2009 年に親魚量 130 千トンを達成する確
率は 46％、2009～2014年に現状（2004年）
の親魚量（55 千トン）を 1 年でも下回る
確率は 13% 

漁獲圧を減らし

て資源の回復を

図る。予防的措

置をとる 

 
Ftarget 

 
ABCtarget 
21千トン 

2009 年に親魚量 130 千トンを達成する確
率は 62％、2009～2014年に現状（2004年）
の親魚量（55 千トン）を 1 年でも下回る
確率は 4% 

参考値 
管理の考え方 管理基準 2005年漁獲量 評 価 
最近の再生産成

功率のもとで､5
年後にも現状

（2004年）の親
魚量を維持する 

 
Fsus 

 
39千トン 

2009 年に親魚量 130 千トンを達成する確
率は 0％、2009～2014年に現状（2004年）
の親魚量（55 千トン）を 1 年でも下回る
確率は 77% 

現状（2003年）
の漁獲圧を維持

する 

 
Fcurrent 

 
49千トン 

2009 年に親魚量 130 千トンを達成する確
率は 0％、2009～2014年に現状（2004年）
の親魚量（55 千トン）を 1 年でも下回る
確率は 100% 

* 2005年以降の RPSについて 1999～2003年の RPSから 
ランダムサンプリングするシミュレーションを 1000回行った結果 
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(4)ABC の再評価 

 2003・2004 年の当初評価と、それに対する再評価結果を下表に示す。 

 

 

7. ABC 以外の管理方策への提言 

  ABC 算定での目標である「5 年後の親魚量を 1996 年水準に回復させる」ためには、Frec

を引き下げるだけではなく、未成魚を禁漁にすることも考えられるので、その場合の資源

動向を検討した。 

 

表：0・1歳魚に対する漁獲圧（Fcurrent）を引き下げた場合の 2005～2009 年の資源動向 

 なお、ここで用いた RPS は 1999～2003 年の平均値 21.8 尾/kg 

年齢 0歳魚のF 1歳魚のF 漁獲量(千トン) 親魚量(千トン)
平均F の削減率 の削減率 2005 2006 2007 2008 2009 2005 2006 2007 2008 2009
0.89 100% 100% 14 36 39 59 76 54 91 113 160 214
0.99 100% 50% 35 40 44 50 55 54 65 71 79 88
1.00 50% 50% 36 41 42 45 48 54 63 65 69 73
1.09 100% 0% 47 43 40 37 34 54 51 47 44 40  

2009 年に親魚量 130 千トンを上回るためには、0 歳禁漁のうえ 1 歳に対する漁獲係数を

50％以上削減する必要がある。2009 年に 2004 年の親魚量 55 千トンを維持するには 0・1歳

の漁獲係数を半減する必要がある。 

現在の主産卵場である土佐湾にはまき網漁業がないため相対的な漁獲圧が低く、資源水

準が低位の状態にあっても、ある程度の親魚量が持続されて将来増加する端緒となる可能

性がある。ただし、分布回遊域が小さい近年にあって、土佐湾沿岸域の産卵場に由来する

卵・仔魚が現在の主漁場である房総以北の海域に加入する割合は不明である。これを解明

するために、平成 16 年度から資源動向要因分析調査が開始された。 

 

 

 

 

 

評価対象年 

(当初・再評価) 

管理基準 資源量 

（トン） 

ABClimit 

（トン） 

ABCtarget 

（トン） 

漁獲量 

（トン） 

管理目標 

2003 年(当初) Frec 205 千 57 千 48 千 - 2007 年親魚 

200 千トン 

2003 年(2003 年再評価) Frec 121 千 30 千 25 千 - 2008 年親魚量 

130 千トン 

2003 年(2004 年再評価) Frec 114 千 29 千 24 千 50 千 2008 年親魚量 

130 千トン 

2004 年(当初) Frec 108 千 28 千 24 千 - 2008 年親魚量 

130 千トン 

2004 年(2004 年再評価) Frec 113 千 29 千 24 千 - 2008 年親魚量 

130 千トン 
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補足資料 

(1)資源量調査 

 主要港の水揚量と体長組成、体長体重関係、年齢、成熟度などは太平洋側各道府県試験

研究機関が把握した。また、漁場別漁獲状況調査、標本船調査、新規加入量調査により、

分布量、加入量を直接把握するためのデータ収集も行われた。 

 産卵状況は、沿岸では各都府県試験研究機関が周年、沖合では水産研究所が主産卵期に、

改良型ノルパックネット(口径 45cm、円筒円錐形、目合 0.335mm)の鉛直曳採集を実施した。

卵の採集量と鋼索長、鋼索傾角、濾水計回転数、水温などにより採集点毎の卵分布密度を

求め、海域面積で引き延ばして月毎の産卵量を計算した(森ほか 1988; 菊地・小西 1990; 石

田・菊地 1992; 銭谷ほか 1995; 久保田ほか 1999)。 

 新規加入量予測のため、初夏の黒潮親潮移行域において表中層トロールによる幼稚魚調

査を実施し、幼稚魚の採集尾数を表面水温帯別に引き延ばして加入量指数を算出した。冬

季並びに初夏に、三陸南部から鹿島灘海域で表中層トロールにより未成魚・成魚を採集し

て現存量を把握した。初夏から秋季まで道東から三陸沖で流網による未成魚・成魚採集を

行った。また、主産卵場の土佐湾で刺網等による親魚採集と餌料プランクトン調査、幼魚

生育場の東北沖合海域で餌料プランクトン調査を実施した。 

 

(2)資源量計算（コホート解析） 

2003 年までの太平洋側各道府県主要港の水揚量と体長組成から月毎に体長階級別漁獲尾

数を求め、体長と年(月)齢の関係に基づいて主要港における年齢別漁獲尾数を計算した。

この年齢別の尾数比を漁業養殖業生産統計年報の年間漁獲量に合うように引き延ばして系

群全体の年齢別漁獲尾数を求めた(表 2)。なお、年齢分解困難な 5歳以上は一括した。 

 Pope(1972)の式により 2002 年までの年齢別漁獲尾数に基づいて、2002 年までの年齢別資

源尾数と漁獲係数を計算した。 

  (2002 年までの 0歳～3歳魚の資源尾数) Na,y=Na+1,y+1 e
M

+Ca,y e
M/2

 

  (2002 年までの 4歳魚の資源尾数) N4,y=C4,y N5+,y+1 e
M

/(C5+,y+C4,y)+C4,y e
M/2

 

  (2002 年までの 5歳魚以上の資源尾数)  N5+,y=N4,y C5+,y/C4,y         

(2002 年までの 0歳～4歳魚の漁獲係数) Fa,y=-ln(1-Ca,y e
M/2

/Na,y) 

  (2002 年までの 5歳魚以上の漁獲係数)  F5+,y=F4,y 

ここで、Na,yは y 年の a歳魚の資源尾数、Ca,yは同様に漁獲尾数、Mは自然死亡係数、Fは漁

獲係数。自然死亡係数は M＝2.5/寿命(田中,1960)より 0.4 とした。 

 チューニングをしないコホート計算により、年齢別選択率を推定した。次に 2003年の漁
獲係数(Fa,2003)を、資源水準が低下した 1994 年以降の北部太平洋大中型まき網の有効努力
量(漁業情報サービスセンター)(I1)と年齢平均した漁獲係数(P1)、1976年以降の房総海域未成
魚越冬量指数(I2)と翌年の 1歳魚資源尾数(P2)、1996年以降の黒潮親潮移行域幼稚魚分布密
度指数(I3)、1994年以降の流網 0歳漁獲尾数/網数(釧路水試)(I4)と 0歳魚資源尾数(P3,P4)、
1994年以降の流網 1歳以上漁獲尾数/網数(釧路水試)(I5)と 1歳魚以上の資源尾数(P5)、2001
年以降の北上期 1歳魚漁獲量/中層トロール曳網時間(開洋丸)(I6)と 1歳魚資源尾数(P6)、1978
年以降の産卵量(I7)と親魚量(P7)が同時に最も適合する値として求めた。2003 年の資源尾数

は漁獲係数(Fa,2003)と漁獲尾数から計算した。 

   (2003 年の漁獲係数)   Fa,2003 Σ
7

i=1
Σy{ln(Ii,y)-ln(qiPi,y)}を最小 

   (2003 年の資源尾数)   Na,2003=Ca,2003 e
M/2

/(1-e-Fa,2003) 

ここで、qiは比例係数。y は計算に用いた年。2003 年の年齢別の選択率(その年最大の漁獲
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係数に対する各年齢の値の比)は 1998 年から 2002 年の平均の漁獲係数を用いた。 

 2004 年の 1歳以上の年齢別漁獲尾数は、2003 年の年齢別資源尾数と漁獲係数並びに自然

死亡係数から計算し、2004 年１～5月の年齢別漁獲尾数との整合性をチェックした。0歳魚

は、加入量指数と当年の 0歳魚漁獲尾数の直線回帰 y（0歳魚資源尾数：百万尾） = 45.721x

（加入量指数） + 1610.9 から求めた。 

 2005 年以降の漁獲係数は管理方策ごとに設定した。年齢別の選択率は、2003 年と同様と

した。資源尾数と漁獲尾数は次の関係から求めた。 

   (2005 年以降の 0歳魚の資源尾数)   N0,y=SSBy RPSy  

   (2005 年以降の 1歳魚以上の資源尾数) Na,y=Na-1,y-1 e
-(Fa-1,y-1+M)

 

   (2005 年以降の漁獲尾数)       Ca,y=Na,y(1-e
-Fa,y
)e
-M/2

 

ここで SSB は親魚量、RPS は再生産成功率(親魚量あたりの加入尾数、尾/kg)。  

 

(3)マイワシの再生産と関係づけられる水温指数の比較（親潮南下指数と黒潮続流南側再循

環域水温） 

A：親潮南下仮説（海老沢・木下） 

1976 年から 1996 年における２－３月の北緯３７度以南、東経１４１－１４６度の海面水

温１０℃等温線で囲まれる水域の面積とマイワシ再生産指数に有意な正相関（r=0.76）。 

↓ 

冬季に栄養豊富な親潮系冷水の南下補給混合が多いか少ないかでマイワシ仔稚魚の生残

率が決定する。 

注：マイワシ稚仔の生育場は、冬季の房総から常磐沖海域の黒潮続流北辺部の混合域と考

える。 

 

B：黒潮続流仮説（能登・安田） 

1979 年から 1994 年における１－４月の黒潮続流南側再循環流域（30-35N,145-180E）の

海面水温とシラス期から加入期までのマイワシ自然死亡係数に有意な正相関（r=0.68）。 

↓ 

冬季に黒潮続流南側再循環流域の下層の栄養塩が表層に巻き上げられ、かつ、この海域

は偏西風によるエクマン輸送によって北部の栄養豊富な親潮系水が運ばれるが、その量が

多いか少ないかでマイワシ仔稚魚の生残率が決定する。 

注：マイワシ稚仔の生育場は、春季の黒潮続流南側再循環流域と考える。 

 

A と B による今年の予測： 

近年（1998 年から 2003 年）の冬季の海況は、親潮は北退傾向（A：RPS 不良）、続流域南

部は高水温（B：RPS 不良）。 

今年（2004 年）は、親潮南下指数は大きい（A：RPS 良好と推測）が、続流域南部は高水

温（B：RPS 不良と推測）。 

2004 年 4 月までの経過は、気象庁海洋月報（2004 年 4 月発行、No136）の第 13 図、海域

別旬平均海面水温平年偏差時系列図を参照されたい。親潮南下指数の計測海域は海区 4、続

流域南部は海区 12 に対応する。 
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（4）オペレーティング・モデルによる Blimit、Flimitの検討 
 
１．オペレーティング・モデルの概要 
資源の高水準期も含めた管理方策を検討するためオペレーティング・モデルによる管理

方策を検討した。オペレーティング・モデルは、マサバにおける検討と同じく「現実の資

源動態を反映し、かつ現実の資源評価と管理方策決定の手法を再現できる仮想モデル」を

さす。本来、種々の不確実性を考慮するために用いるが、今回の検討では観測誤差は考え

ず、再生産関係における不確実性だけを考慮した。 
１－１．仮想現実モデル 
 コンピュータ上で再現する仮想現実は齢構成のあるモデルとし、加入量はリッカー型を

用いた。リッカー型の再生産曲線は加入量 R、親魚量 Sとすると、 
R=a・S・exp（-b・S） 
であるが、このパラメータ aが年ごとに変化するという仮定をおいた（後述）。シミュレー
ションではパラメータ aの時系列を２種類用いた。 
（１）資源の変動幅が大きい場合 
（２）資源が低水準で推移する場合 
いずれの場合も初期値は 2000年の年齢別資源尾数を用いた。 
１－２．管理手法 

ABC 算定規則 1-1 を用い、資源状態の判断は産卵親魚量（SSB）で行った。資源の閾値
Blimit、および F の基準値の組み合わせをいろいろ変え、次の規則に従い、Flimit を計算し
ABCを求めた。すなわち、ある年の親魚量 SSBに対して 
（１）資源状態 SSB≧Blimitのとき Flimit=Fで ABCを計算する。 
（２）資源状態 SSB＜Blimitのとき Flimit＝F・SSB/Blimit で ABCを計算する。 
とした。シミュレーションでは ABCをそのまま漁獲させた。 
１－３．シミュレーションの概要 
 上記の ABC算定規則に従う ABCは Blimitと Fの基準値ならびに該当年の資源量で決定
される。そこで Blimitと Fの基準値のさまざまな組み合わせについて、50年後までの管理
のシミュレーションを行い、資源量と ABCの変動を調べた。 
１－３－１．資源の変動幅が大きい場合 
 Blimitは 10万トン、および 200万～1000万トンまでの 200万トンごと、Fの基準値は 0.1
～1.0までの 0.1ごとに変化させ、すべての Blimitと Fの基準値の組み合わせでパラメータ
aの系列 1000通りについて ABCと SSBの計算を行った。 
１－３－２．資源が低水準で推移する場合 
 Blimitは 10万トン、および 20万～100万トンの 20万トンごと、Fの基準値は 0.1～1.0ま
での 0.1ごとに変化させ、すべての Blimitと Fの基準値の組み合わせでパラメータ aの系列
1000通りについて ABCと SSBの計算を行った。 
 
２．結果 
今回のシミュレーションでは、「資源の変動幅が大きい場合」の 50 年間の最大親魚量の
平均は 723 万トンだった。一方、「資源が低水準で推移する場合」の 50 年間の最大親魚量
の平均は 81万トンだった。 
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２－１．資源の変動幅が大きい場合 
Fが 0.1や 0.2のときは Blimitの小さい方が平均漁獲量（ABC）は大きくなったが、Fが

0.7や 0.8のときはBlimitが大きくなるにつれて、平均漁獲量は増えていった（付表１）。Blimit
を固定し、F を変えて平均漁獲量を見た場合の最大値は、105～120 万トンだった。このと
きの平均親魚量（SSB）は 273～324万トンだった。 
２－２．資源が低水準で推移する場合 
 Blimitを固定し、Fを変えて平均漁獲量を見た場合の最大値は約 7万トン、このときの平
均親魚量は約 50 万トンであったが、これを最初の 15 年間の平均漁獲量で見た場合は約 8
万トンとなった（付表２、３）。 
 
３．まとめ 
 加入量が親魚量とパラメータ a によって決まるというモデルの場合、漁獲を最大にする
Blimitと Fの値を求めた。例えば Blimitを大きく取れば Fも大きく取るというように、組み
合わせ方を変えると、最大値とあまり差のない漁獲が得られることがわかった。資源量が

増えた時に漁獲係数を大きくして、資源の利用効率を増やそうとすれば、Blimit、F とも大
きく取ればよいということだろう。平均漁獲量が最大に近い時の F・平均 SSB／Blimit （漁
獲係数 Flimit の平均値に近い値）は F や Blimit の値にかかわらず、ほぼ一定だが、資源の
変動幅や何年分の最大値としてみるかで値は異なった（付表１、２、３）。15年間の平均漁
獲量を最大にする Blimitと Fの組み合わせは、必ずしもその後の 35年間を加えた 50年間
の平均漁獲量を最大にする Blimit、Fの組み合わせと一致しないことにも留意すべきだろう
（付表２、３）。 
 
（補足）再生産関係について 
1978年から 2002年の加入量、親魚量のデータを用いてリッカー型の再生産曲線に当てはめ、
パラメータ a、b の値を求めた。次にこのパラメータｂの値を固定し、改めて 1978 年から
2002年のデータにより、リッカー型の再生産式に合うような aの時系列 atを求めた。この

atを平均値 414.7で割り、対数を取って時系列αｔを求めた。 
αｔ＝ln(at／414.7） 
このαtは１次の自己相関が有意で、自己相関係数は 0.5518であった。従って、 
αt＝0.5518・αt-1－0.2456+ut 
という式で表される。 
at＝414.7・exp（αｔ） 
である。 
1978-2002 年のデータでは、atの最大値は約 1100、最小値は 20 であったので、正規分布す
る誤差 utの平均μ、分散σ

2を調整した（ut～N(μ, σ2)）。 
(1)「資源の変動幅が大きい場合」の時系列 atの計算では ut～N(0, 0.6２)、(2)「資源が低水準
で推移する場合」の時系列 atの計算では ut～N（-0.5, 0.6２）として正規分布する乱数を発生
させた。 
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付表１．「資源の変動幅が大きい場合」の 50 年間の平均 ABC（平均漁獲量）。1000 通りの
シミュレーションの平均を示した。Blimit、及び平均 ABCの単位は千トン。囲い（各 Blimit
における平均漁獲量の最大値）のしてある部分の Flimitの平均は 0.3～0.5。 
        基準 F 
Blimit 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0

100 637 925 1043 1055 992 886 755 624 499 398
2000 640 945 1093 1153 1158 1136 1095 1046 990 936
4000 633 937 1091 1163 1189 1190 1176 1153 1123 1088
6000 603 889 1038 1120 1162 1181 1188 1186 1178 1166
8000 548 814 965 1054 1111 1147 1165 1177 1182 1183

10000 493 742 893 990 1054 1101 1132 1152 1165 1173
 
 
付表２．「資源が低水準で推移する場合」の 50 年間の平均 ABC（平均漁獲量）。1000 通り
のシミュレーションの平均を示した。Blimit、及び平均 ABCの単位は千トン。囲い（各 Blimit
における平均漁獲量の最大値）のしてある部分の Flimitの平均は 0.1～0.15。 
        基準 F 
Blimit 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0

100 64 56 41 31 25 21 18 16 15 14
200 66 59 45 35 29 25 22 20 18 17
400 68 66 55 45 39 34 31 28 26 24
600 70 71 62 53 46 41 37 34 32 30
800 71 75 67 59 53 47 43 40 37 35

1000 71 78 72 64 57 52 48 44 41 39
 
付表３．「資源が低水準で推移する場合」の 15年間の平均 ABC（平均漁獲量）。表２と同じ
シミュレーションで最初の 15年間だけを平均した。Blimit、及び平均 ABCの単位は千トン。
囲い（各Blimitにおける平均漁獲量の最大値）のしてある部分の Flimitの平均は 0.15～0.27。 
        基準 F 
Blimit 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0

100 64 80 79 71 64 57 51 47 44 41
200 64 80 79 72 65 59 54 50 47 45
400 64 81 83 78 73 68 64 61 58 55
600 62 82 85 83 79 74 70 67 64 61
800 61 81 86 85 82 78 75 71 68 66

1000 59 80 86 86 84 80 77 74 71 69
 
 

 

 

















 - 23 -    

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 



 - 24 -    

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 - 25 -    

 

 
 

 
 
 

 
なお。年齢別成熟率は、1993年以前は 1歳 0.1、2歳以上 1、1994～1996年は 1歳 0.2、2歳以上 1、1997年以降は 1歳 0.5、2歳以上１として計算した。 
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表 9 開洋丸による 2001年以降 4年間における北上期調査（5月）のマイワシ 1歳以上の CPUE 
 
年  2001年 2002年 2003年 2004年 

曳網回数 21 17 41 26 

使用網 NST60K1 NST60K1 NST660SR NST660SR 

CPUE(総採集重量 kg/曳網点数)   

マイワシ 3.43 0.89 1.43 0.88 

 


